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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　取出口が形成された容器本体と、
　容器本体に揺動自在に取付けられ、取出口を密閉する開閉蓋と、
　　容器本体と開閉蓋との間の揺動部に設けられ、開閉蓋を開方向に向って付勢する弾性
付勢手段とを備え、
　開閉蓋の自由端に係止部を設けるとともに、容器本体のうち開閉蓋の自由端側に設けら
れた落込段部に係止部に係合する係合部を有し外方から押圧されて撓む作動体を設け、
　作動体の動作を係止する作動体係止機構を設け、
　作動体は係合部を保持する垂直板と、この垂直板に直角リブを介して連結され垂直板を
覆うとともに外方から押圧されて直角リブを介して垂直板を撓ませる覆い板とからなり、
　作動体係止機構は容器本体のうち作動体の覆い板の下端近傍に移動自在に設けられた移
動体を有し、作動体の覆い板の下端および移動体のうち一方に嵌合凹部を設け、他方に嵌
合凸部を設け、嵌合凹部が嵌合凸部に対応する位置にきたとき、覆い板を降下させること
ができ、他方、嵌合凹部と嵌合凸部が互いにずれている場合、覆い板を降下させることは
できず、
　垂直板から水平方向外方に延びる水平板を設け、覆い板は水平板に連結リブを介して連
結されかつ水平板を覆い、覆い板の押圧時に連結リブを介して水平板を撓ませる、ことを
特徴とする開閉自在容器。
【請求項２】
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　水平板は垂直板の幅より狭い幅を有していることを特徴とする請求項１記載の開閉自在
容器。
【請求項３】
　垂直板は折曲容易な薄肉部を有することを特徴とする請求項１記載の開閉自在容器。
【請求項４】
　容器本体は取出口を有する上板と、上板から下方に延びて下方開口を形成する側板とを
有し、容器本体の下方開口は底蓋により密封されることを特徴とする請求項１記載の開閉
自在容器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、容易に開閉することができる開閉自在容器に係り、とりわけいたずら防止機能
を有する開閉自在容器に関する。
【０００２】
【従来の技術】
内容物、例えばウェットティッシュを内部に収納する容器は、ウェットティッシュの取出
口を有するとともに、この取出口は開閉蓋により開閉自在に密閉される。
【０００３】
すなわち、このような容器はウェットティッシュを収納するとともに取出口を有する容器
本体と、取出口を密閉する開閉蓋とを備えている。
【０００４】
使用に際しては、容器本体の取出口に対して開閉蓋が開かれ、容器本体の取出口からウェ
ットティッシュが一枚ずつ取出される。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
上述のように、従来の容器は容器本体と、この容器本体に対して揺動自在に取付けられた
開閉蓋とを備えており、使用に際しては開閉蓋を揺動させて開いている。ところで近年、
子供が遊び半分で開閉蓋を開き、ウェットディシュを多量に取り出す場合があり、このよ
うな場合、開閉蓋の作動部分にいたずら防止機能を持たせることができれば都合がよい。
【０００６】
本発明はこのような点を考慮してなされたものであり、容易かつ確実に開閉蓋を開くこと
ができ、かついたずら防止機能を有する開閉自在容器を提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、取出口が形成された容器本体と、容器本体に揺動自在に取付けられ、取出口
を密閉する開閉蓋と、容器本体と開閉蓋との間の揺動部に設けられ、開閉蓋を開方向に向
って付勢する弾性付勢手段とを備え、開閉蓋の自由端に係止部を設けるとともに、容器本
体に係止部に係合する係合部を有し外方から押圧されて撓む作動体を設け、作動体の動作
を係止する作動体係止機構を設け、作動体は係合部を保持する垂直板と、この垂直板に連
結され垂直板を覆うとともに外方から押圧されて垂直板を撓ませる覆い板とからなり、作
動体係止機構は容器本体のうち作動体の覆い板の下端近傍に移動自在に設けられた移動体
を有し、作動体の覆い板の下端および移動体のうち一方に嵌合凹部を設け、他方に嵌合凸
部を設け、嵌合凹部が嵌合凸部に対応する位置にきたとき、覆い板を降下させることがで
き、垂直板から水平方向外方に延びる水平板を設け、覆い板は水平板に連結されかつ水平
板を覆うことを特徴とする開閉自在容器である。
【０００８】
本発明によれば、作動体係止機構または開閉蓋係止機構を解除した状態で作動体を押圧し
て撓ますことにより、開閉蓋に設けられた係止部と作動体に設けられた係合部の係合を解
除して、開閉蓋を弾性付勢手段によって開くことができる。
また作動体係止機構によって作動体の動作を係止することにより、作動体を押圧しても作
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動体が撓むことはない。また、開閉蓋係止機構によって開閉蓋を容器本体に係止すること
により開閉蓋が開くことはない。
【０００９】
【発明の実施の形態】
第１の実施の形態
以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。図１乃至図６は本発明によ
る開閉自在容器の第１の実施の形態を示す図である。
【００１０】
図１乃至図５に示すように、開閉自在容器１０は、内部にウェットティッシュ４１（図６
参照）を収納する下方開口型の容器本体１１と、容器本体１１の下方開口を密閉する底蓋
１２とを備えている。また容器本体１１は取出口２４が形成された上板２７と、上板２７
から下方へ延びる側板１３とを有し、容器本体１１の側板１３には上板２７の取出口２４
を密閉する開閉蓋２３が揺動自在に取付けられている。
【００１１】
また容器本体１１の上板２７はその略中央部の第１上板（第１薄板）２７ａと、第１上板
２７ａの外側に段部２８を介して設けられ、第１上板２７ａより高い位置にある第２上板
（第２薄板）２７ｂとからなっている。また第１上板２７ａには、ウェットティッシュ４
１を取出すための取出口２４が設けられている。
【００１２】
一方、第１上板２７ａには係合リブ９４が設けられ、取出口２４は係合リブ９４の内側に
配置されている。また開閉蓋２３の内面には、第１上板２７ａに設けられた係合リブ９４
内に入り込む枠体３７が設けられている。そして、開閉蓋２３を回動し、係合リブ９４内
に枠体３７を嵌込むことによって、開閉蓋２３が取出口２４を密閉するようになっている
。なお開閉蓋２３の内面には補強リブ８１が設けられている。
【００１３】
さらに図１に示すように、開閉蓋２３の自由端には先端リブ３６が突設され、この先端リ
ブ３６に係止片３２が設けられている。
【００１４】
また容器本体１１のうち開閉蓋２３の自由端側であって側板１３上端近傍に、上板２７か
ら落込む落込段部５８が形成され、この落込段部５８内に垂直板５５ａが設けられている
。垂直板５５ａには折曲容易な薄肉部５２が形成され、垂直板５５ａの薄肉部５２直下に
水平方向外方へ延びる水平板５５ｂが取付けられている。また垂直板５５ａの内面に開閉
蓋２３の係止片３２に係合する係合突起３３が保持されている。
【００１５】
垂直板５５ａの上端には、ヒンジ５３を介して覆い板５５ｃが連結されている。この覆い
板５５ｃは図３の二点鎖線に示すように、垂直板５５ａの上方にヒンジ５３を介してＬ字
状に成形され、また覆い板５５ｃの内面に嵌合溝５６ａを有する連結リブ５６が固着され
ている。そして覆い板５５ｃをヒンジ５３を中心として回動させ連結リブ５６の嵌合溝５
６ａに水平板５５ｂを嵌込むことにより、覆い板５５ｃが垂直板５５ａおよび水平板５５
ｂを外方から覆うとともに、垂直板５５ａおよび水平板５５ｂに連結される。これら垂直
板５５ａ、水平板５５ｂおよび覆い板５５ｃにより作動体５５が構成される（図３の実線
）。
【００１６】
また図１に示すように、容器本体１１と開閉蓋２３との間に、開閉蓋２３を開方向に向っ
て付勢する細長状の板ゴム５０が設けられている。すなわち、容器本体１１には、板ゴム
５０の一端を差込み収納する収納部７５が設けられ、また開閉蓋２３には容器本体１１か
ら所定間隔をおいて配置されるとともに板ゴム５０の他端を固着する固着部７６が設けら
れている。
【００１７】
また図１に示すように、板ゴム５０は容器本体１１と開閉蓋２３との間の中心に配置され
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ている。
【００１８】
なお、上述した容器本体１１および開閉蓋２３は、いずれもポリプロピレン（ＰＰ）を用
いたインジェクション成形により得られるが、この他にＰＥ、ＰＳ、ＡＢＳ、エラストマ
ー、ＰＥＴ、ＰＶＣ、ポリカーボネートを用いて成形してもよい。また底蓋１２は直鎖状
低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）が好ましく用いられ、さらに板ゴム５０としてはシリ
コンゴムが用いられる。又固着部７６はＰＰからなっている。
【００１９】
次に作動体５５について更に説明する。作動体５５は前述のように垂直板５５ａと、水平
板５５ｂと、これら垂直板５５ａおよび水平板５５ｂを外方から覆う覆い板５５ｃとから
なっている。また、垂直板５５ａと覆い板５５ｃとの間には、垂直板５５ａと覆い板５５
ｃとの間の角度を直角に保つ直角リブ５７が設けられている。
【００２０】
このため覆い板５５ｃを上方から押圧して降下させることにより、覆い板５５ｃからの力
が直角リブ５７および連結リブ５６を介して各々垂直板５５ａおよび水平板５５ｂに伝達
される。このため垂直板５５ａを薄肉部５２を介して図３の時計方向に容易に撓ませるこ
とができるとともに、水平板５５ｂも同様の方向に撓ませることができる。
【００２１】
このように垂直板５５ａが図３の時計方向に撓むことにより、開閉蓋２３に設けられた係
止片３２と垂直板５５ａに設けられた係合突起３３との係合が解除される。
【００２２】
覆い板５５ｃの押圧力を解除すると、水平板５５ｂが水平方向に復帰し、これにより水平
板５５ｂに連結リブ５６を介して連結された覆い板５５ｃと、覆い板５５ｃに直角リブ５
７を介して連結された垂直板５５ａが元の位置まで復帰する。
【００２３】
なお、図５に示すように水平板５５ｂの幅Ｌ1は、垂直板５５ａおよび覆い板 ５５ｃの幅
Ｌ2よりも狭くなっている。水平板５５ｂは薄肉部を有することはな く、比較的剛性に成
形されている。このため水平板５５ｂの幅Ｌ1を比較的狭く することにより、比較的剛性
に成形されている水平板５５ｂを容易に撓ませることができる。
【００２４】
また図１乃至図５に示すように、容器本体１１の落込段部５８外方に、落込段部５８より
も更に下方に位置する摺動面６５が形成され、この摺動面６５に移動体６０が摺動自在に
取付けられている。
【００２５】
移動体６０は図３に示すように、覆い板５５ｃの下端を収納する収納溝６２を有し、移動
体６０は収納溝６２に覆い板５５ｃの下端を収納した状態で摺動面６５上を摺動しながら
移動する。また移動体６０の収納溝６２内には嵌合凸部６１が上方に向って突出し、また
覆い板５５ｃの下端にはこの嵌合凸部６１が嵌合する嵌合凹部５１が設けられている。
【００２６】
すなわち移動体６０を移動させ、移動体６０の嵌合凸部６１を覆い板５５ｃの嵌合凹部５
１に対応する位置までもってきた場合、覆い板５５ｃを上方から押圧することにより嵌合
凹部５１内に嵌合凸部６１が嵌合するまで覆い板５５ｃを降下させることができる。
【００２７】
他方、移動体６０の嵌合凸部６１と覆い板５５ｃの嵌合凹部５１が互いにずれている場合
、移動体６０の嵌合凸部６１が覆い板５５ｃの嵌合凹部５１以外の部分に当接してしまう
。このため覆い板５５ｃを押圧しても覆い板５５ｃを降下させることはできず、開閉蓋２
３の開動作は不可能となる。
【００２８】
従って移動体６０を適宜摺動面６５上で摺動させることにより、移動体６０に子供のいた
ずら防止機能をもたせることができ、移動体６０は作動体５５の動作を係止する作動体係



(5) JP 4598913 B2 2010.12.15

10

20

30

40

50

止機構となる。
【００２９】
また図１に示すように、容器本体１１の上板２７には、開閉蓋２３の枠体３７が内面側に
係合する係合リブ９４が設けられている。この係合リブ９４の上部には、枠体３７と係合
リブ９４との間にウェットティッシュ４１が挟まれても開閉蓋２３を容易に開くことがで
きるように面取り９４ａが施されている。この面取り９４ａは、係合リブ９４のうち、板
ゴム５０近傍を除く全周に渡って設けられている。板ゴム５０近傍は板ゴム５０による開
作動力が強く、特に面取り９４ａは必要ではなく、枠体３７と係合リブ９４との係合を気
密に行なわせるようになっている。
【００３０】
次に、容器本体１１の上板２７に設けられた取出口２４の構造を説明する。図１に示すよ
うに、上板２７の第１上板２７ａに取出口２４側へ延びる一対の第１フラップ８２，８２
と、各々が第１フラップ８２，８２に対向する一対の第２フラップ８３，８３とが設けら
れている。
【００３１】
一対の第１フラップ８２，８２および一対の第２フラップ８３，８３は、いずれも基端か
ら先端に向って波形の断面形状を有している。このように波形の断面形状を有することに
より、一対の第１フラップ８２，８２および一対の第２フラップ８３，８３は、各々フラ
ップ８２，８２，８３，８３の長手方向に直交する方向に撓みの方向が定まることになり
、フラップ８２，８２，８３，８３を安定して確実に撓ませることができる。
【００３２】
なお、一対の第１フラップ８２，８２および一対の第２フラップ８３，８３は、いずれも
先端に向って末広状に延び、第１フラップ８２，８２間および第２フラップ８３，８３間
の空間を先端に向って拡大させている。
【００３３】
次に図６により、容器本体１１内に収納されるウェットティッシュ４１について説明する
。図６（ａ）に示すように、ウェットティッシュ４１は柔軟なシートからなる密閉袋４０
内で折畳まれて積層配置され、この密閉袋４０によって密閉される。各ウェットティッシ
ュ４１は折曲部４２を形成して略二つ折りされ、各ウェットティッシュ４１の折曲部４２
は交互に入れ替わっている。またウェットティッシュ４１の二つ折りされた下半分４１ｂ
は、下方に配置するウェットティッシュ４１の上半分４１ａと更に下方に位置するウェッ
トティッシュ４１の上半分４１ａとの間に挿入されている。このためウェットティッシュ
４１を一枚ずつ摘んで取出した場合、取出したウェットティッシュ４１の下半分４１ｂが
、下方に位置するウェットティッシュ４１の上半分４１ａを引張り上げるようになってい
る。なお、ウェットティッシュ４１の折り方は、連続的に取り出すことができるように積
層配置されていればよく、特に限定されるものではなく、例えば図４（ｂ）のような折り
方であってもよい。また密閉袋４０の上端に開口４０ａが設けられ、この開口４０ａは密
閉袋４０上面に取外自在に貼付けられた蓋片４５により密閉されている。
【００３４】
ウェットティッシュ４１の素材としては、例えば、水溶性のものが用いられ、その他不織
布、紙、ガーゼ等の繊維素材やシート状の発泡体、または紙ベースの軟質材料を用いても
よい。またウェットティッシュに含浸させる液体としては、殺菌剤、消毒剤、洗浄剤等を
含んだ湿潤剤や化粧水や乳液等の化粧品が考えられる。
【００３５】
次にこのような構成からなる本実施の形態の作用について説明する。
まず、板ゴム５０の一端が蓋本体２１の収納部７５内に差込み収納されるが、板ゴム５０
の他端は位置決め孔（図示せず）が開閉蓋２３の所定位置に設けられた突起（図示せず）
内に嵌合して位置決めされ、その後固着部７６により固着される。
【００３６】
次に容器本体１１内にその下方開口から、密閉袋４０によって密閉されたウェットティッ
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シュ４１が収納される。
【００３７】
次に開閉蓋２３が容器本体１１に対して閉方向へ移動し、開閉蓋２３の係止片３２に容器
本体１１の係合突起３３が係合して、容器本体１１の取出口２４が開閉蓋２３により密閉
される。このとき、開閉蓋２３の枠体３７が容器本体１１の係合リブ９４内に入り込んで
、枠体３７内を密閉状態に維持する。
【００３８】
ウェットティッシュ４１の使用時には、まず移動体６０を摺動面６５上で摺動させ、移動
体６０の嵌合凸部６１を覆い板５５ｃの嵌合凹部５１に対応する位置までもってくる。次
に作動体５５の覆い板５５ｃを押圧して降下させることにより、垂直板５５ａを薄肉部５
２を中心として撓ませ、同時に水平板５５ｂを撓ませる。このことにより、係止片３２と
係合突起３３との係合を解除することができる。この場合、板ゴム５０の復元力により、
開閉蓋２３は揺動軸７７を中心として回動し、開閉蓋２３が開となる。
【００３９】
次に容器本体１１の取出口２４からウェットティッシュ４１を指で摘んで上方へ引張る。
その後、連続して、ウェットティッシュ４１を引張ることにより、第１番目のウェットテ
ィッシュ４１を容器本体１１内から取出すことができる。この場合、第２番目のウェット
ティッシュ４１の上半分４１ａが、第１番目のウェットティッシュ４１の下半分４１ｂに
よって引張られる。そして、第２番目のウェットティッシュ４１の上半分４１ａが、取出
口２４の中央部から第１のフラップ８２の先端縁と第２のフラップ８３の先端縁との間に
進入し、これら第１フラップ８２と第２フラップ８３との間に挟持されて停止する。
【００４０】
以上のように本実施の形態によれば、覆い板５５ｃを押圧して降下させることにより、垂
直板５５ａおよび水平板５５ｂが撓むので、垂直板５５ａに設けられた係合突起３３と開
閉蓋２３の係止片３２との係合を直接的かつ確実に解除することができる。また覆い板５
５ｃにより垂直板５５ａおよび水平板５５ｂを外方から覆うことができ、開閉自在容器１
０の美的外観を維持することができる。
【００４１】
さらにまた移動体６０を移動させて移動体６０の嵌合凸部６１と覆い板５５ｃの嵌合凹部
５１を互いにずらすことにより、覆い板５５ｃの降下を防止して開閉蓋２３をロックする
ことができる。このため子供のいたずらにより開閉蓋２３を開いて、内部のウェットティ
ッシュ４１を取出すことを防止することができる。
【００４２】
以上のように本発明によれば、移動体を容器本体上で摺動させ、嵌合凹部と嵌合凸部を対
応させる。この場合、作動体を押圧して降下させるだけで垂直板を撓ませて開閉蓋の係止
部と垂直板の係合部の係合を解除することができ、、これにより開閉蓋が弾性付勢部材に
よって開く。また嵌合凹部と嵌合凸部をずらすことにより開閉蓋を開くことは不可能とな
り、子供のいたずら防止を図ることができる。
【００４３】
なお、作動体係止機構として、移動体６０について説明したが、この他にも作動体５５に
開閉蓋に挿着される揺動アームを回動自在に設けこの揺動アームにより作動体５５の動作
を係止してもよい。また作動体５５に容器本体１１に当接するストッパを回動自在に設け
、このストッパにより作動体５５の動作を係止してもよい。
【００４４】
さらに作動体５５を容器本体１１と別体に設け、この作動体を容器本体１１に対して摺動
させて作動体係止機能をもたせてもよい。
【００４５】
第２の実施の形態
次に図７乃至図１１により本発明の第２の実施の形態について説明する。
【００４６】
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図７乃至図１１に示す第２の実施の形態は、作動体係止機能を設ける代わりに、開閉蓋２
３を容器本体１１に係止する開閉蓋係止機能を設けたものであり、他は図１乃至図６に示
す第１の実施の形態と略同一である。
【００４７】
図７乃至図１１に示す第２の実施の形態において、図１乃至図６に示す第１の実施の形態
と同一部分には同一符号を符して詳細な説明は省略する。
【００４８】
図７(a)(b)に示すように、容器本体１１の上板２７に突起９５aと回動軸９５ｂを有する
ロック体９５が回動自在に設けられている。ロック体９５を回動させ突起９５ａを開閉蓋
２３の溝２３ａ内に挿着することにより開閉蓋２３を容器本体１１に確実に係止すること
ができる。この場合、ロック体９５は開閉蓋係止機構として機能する。
【００４９】
また図８に示すように、回動するロック体９５の代わりに、開閉蓋２３に挿着されるロッ
ク体９６を上板２７に摺動自在に設けてもよい。
【００５０】
また図９(a)(b)に示すように、容器本体１１の突起９８に係合するロック片９７を設け、
このロック片９７を開閉蓋係止機構として機能させてもよい。ロック片９７は開閉蓋２３
に摺動自在に設けられている。
【００５１】
また図１０(a)(b)に示すように、開閉蓋２３に突起９９ａを有するロック片９９を摺動自
在に設け、このロック片９９の突起９９ａを上板２７の凹部１００に嵌込み開閉蓋を係止
してもよい。
【００５２】
さらに図１１(a)(b)に示すように、開閉蓋２３にロック片１０１を摺動自在に設け、この
ロック片１０１を容器本体１１の溝部１０３内に収納するとともに、ロック片１０１を溝
部１０３内の突起１０２に係合させてもよい。
【００５３】
また、上記第１の実施の形態に開示された作動体係止機構、または第２の実施の形態に開
示された開閉蓋係止機構を、内部ウェットティッシュを収納する上方開口型の容器本体と
、容器本体の上方開口を密閉する天蓋とを備えた開閉自在容器（図示せず）に適用しても
よい。この開閉自在容器において、天蓋にはウェットティッシュ取出用の取出口が形成さ
れ、この取出口には開閉蓋が揺動自在に設けられるとともに、開閉蓋は弾性付勢手段によ
って開方向に向かって付勢されている。
【００５４】
【発明の効果】
以上のように本発明によれば、作動体係止機構によって作動体の動作を係止することがで
き、また開閉蓋係止機構によって開閉蓋を容器本体に係止することができる。このため子
供がいたずらして作動体を動作させることを防止でき、また開閉蓋を開いてウェットティ
ッシュを取り出すことを防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施の形態による開閉自在容器の斜視図。
【図２】閉時における開閉自在容器の斜視図。
【図３】開閉蓋と容器本体の作動体を示す拡大断面図。
【図４】移動体を示す拡大図。
【図５】作動体と移動体を示す斜視図。
【図６】ウェットティッシュを収納した密閉袋を示す側断面図。
【図７】本発明の第２の実施の形態による回動するロック体を示す図。
【図８】摺動するロック体を示す図。
【図９】開閉蓋に設けられたロック片を示す図。
【図１０】開閉蓋に設けられたロック片の変形例を示す図。
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【図１１】開閉蓋に設けられたロック片の変形例を示す図。
【符号の説明】
１０　開閉自在容器
１１　容器本体
１２　底蓋
１３　側板
２３　開閉蓋
２４　取出口
２７　上板
２８　段部
３２　係止片
３３　係合突起
３７　枠体
４０　密閉袋
４１　ウェットティッシュ
５０　板ゴム
５１　嵌合凹部
５２　薄肉部
５３　ヒンジ
５５　作動体
５５ａ　垂直板
５５ｂ　水平板
５５ｃ　覆い板
６０　移動体
６１　嵌合凸部
９５，９６　ロック体
９７，１０１　ロック片
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